
（ ）
年 月 日

実施
内容

事業スケジュール　/　事業経費・財源　/　必要人工

〇事業スケジュール

R７ R８ R９ R１０ R１１ R1２ R1３

審議事項

・全庁全職員に公用スマートフォンを一斉（原則同年度内）に展開すること
・公用スマートフォン運用に係るガイドラインを整備すること
・市民サービス向上の共通基盤となる施策の認識のもと全庁への一斉展開を実施すること

庁議で決定
したいこと及び

想定（希望）
している結論

審議結果
（政策課記入）

○原案のとおり承認する。
　ただし、庁議の意見を踏まえ、資料を一部修正すること。

事業効果
総合計画との関連

事業効果 モバイル端末を活用した柔軟な働き方や災害対応力の強化、市民サービス・業務効率の向上

効果測定指標 電話関連費用の削減 施策番号 44

R７ R８ R９

事業効果
年度目標

全庁展開によるコ
ミュニケーション効率
化、セキュリティ強化

機能拡張による利便性
向上、電話関連費用の

削減

（様式１）

事 案 調 書 決 定 会 議
審議日 令和７ 8 6

年度

年度

案　件　名 公用スマートフォン（FMC）の全庁導入について

所　　　管 市長公室
局
区

部 DX推進 課 担当者 内線

事案概要

全市職員（原則、会計年度任用短時間勤務職員は除く）に１台ずつ内線・外線通話、Outlook連携（メール、スケジュール）チャット
機能（teams）、防災メール受信等の機能を持たせたスマートフォンを配布し、連絡・情報共有の強化を図るとともに、市民サー
ビスの向上、職員の働き方改革、行政事務のさらなるDX化の推進を図ることを目的とする。

【

★

○「調整会議」、「決定会議

○

○

○

○事業効果

○効果測定指標（定量面

○施策番号

○事業効果年度目標

○事業スケ庁内調整

予算査定

事業実施

継続して機能拡充による市民サービスの向上
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備　　考

資料のカラーユニバーサルデザイン確認済み。

事前調整、検討経過等

調整部局名等 調整内容・結果

全局部 全局部に対し、各局（部がある局については部単位）で所属長集め、FMC導入につい
て説明、各職員に展開し意見聴取を依頼。
結果、現状、私用の携帯電話等の使用状況やそれに伴う懸念事項
所属単位で、業務上必要な携帯電話、モバイル機器等の導入の有無
FMC導入で見込まれる市民サービス向上の可能性や運用面での懸念等
をヒアリング。
定時以外、休祝日等の連絡等について懸念はあるものの、私用携帯の業務利用に係
る情報セキュリティ上の課題や、プライバシー暴露の懸念の解消、導入で見込まれ
る、情報通信の強化による市民サービスの向上、業務改善について、大きな効果が
見込まれるとの意見を聴取

報道への情報提供 なし

パブリックコメント なし 時期 議会への情報提供 なし

日程等
調整事項

条例等の調整 なし 議会提案時期

〇 〇 〇 〇 〇 〇

局内で捻出する人工概要

SDGs
関連ゴールに○

〇 〇 〇 〇

必要な人工 C=A-B 0 0 0 0 0 0 0

局内で捻出する人工※ B

R1１ R１２ R1３

実施に係る人工 A

項目 R７ R８ R９ R１０

捻出する財源概要

税源涵養
（事業の税収効果）

〇必要人工（事業実施に当たり、新たな人員配置を求める場合のみ記入） （人工）

0 0 0

元利償還金（交付税措置分を除く）

一般財源拠出見込額 0 250,000 220,000 0

捻出する財源※２

うち任意分

一般財源 0 250,000 220,000 0 0

その他

0 0

特
財

地方債

国、県支出金

うち任意分

事業費（　　　　　費） 250,000 220,000

〇事業経費・財源 （千円）

項目 補助率/充当率 R７ R８ R９ R１０ R１１ R1２ R1３

○事業経費・財源

○必要人工

2 / 4 ページ



（庁議結果）

【庁内の現状と問題点について】
〇（南区役所区政策課長）公用スマートフォンについて、緊急対応用など、既に公用の携帯電話を導入している所属もあるが、実
態を把握しているのか。
→（参事（ＤＸ推進担当））業務用、緊急連絡用、非常参集用など様々な用途の携帯電話が一定数あることを把握している。それら
を整理することで、費用面において、相当な金額が削減されるものと考える。現在の契約があるため、どのタイミングで導入す
るかは、各所属と調整しながら進めていきたい。
→（南区役所区政策課長）避難所に配布されているスマートフォンも、今後、公用スマートフォンに統合されていくのか。
→（参事（ＤＸ推進担当））今後、危機管理統括部と調整を図っていく予定である。
〇（財政課長）説明資料５ページの庁内の現状と問題点について、事前に局内で意見等を聴取した中で、固定電話のままでも良
いのではないかと言った意見もあった。そのため、どのような課題があり、導入することでどのように解決されていくのか、各
項目に対して具体的な事例を記載していただきたい。また、導入当初から全ての課題が解決されるわけではなく、今後、機能の
拡充も検討していくのであれば、ステップ１・ステップ２といったようなロードマップとともに、具体的なイメージとスケジュール
感を示していただきたい。加えて、コストの積算根拠を参考資料として添付いただきたい。
〇（総務法制課長）現在使用しているパソコンでは閲覧制限が設定されているが、公用スマートフォンにも同様の制限をかける
のか。
→（参事（ＤＸ推進担当））制限をかけることは可能である。
→（総務法制課長）公用スマートフォンを私用で使用する可能性も考えられるが、悪質に使用していた場合、料金の負担などを求
めるのか。
→（参事（ＤＸ推進担当））私用か公用かの見極めは困難であり、通信の秘密にどこまで踏み込むべきなのかという課題もあるた
め、そうした負担を求めることは難しいと考える。
→（総務法制課長）テレワーク用としてテザリング端末が配布されているが、公用スマートフォンに統合していくのか。
→（参事（ＤＸ推進担当））そのとおりである。
→（総務法制課長）導入後は、公用スマートフォンを持ち歩くことになる。常につながる状況となることから、ハラスメント防止の
視点も踏まえ、事業を進めていただきたい。
〇（政策課長）公用スマートフォンの一部利用について、既にＤＸ推進課や管財課で導入しているが、現時点の課題等はあるか。
→（総務法制課長）導入している公用スマートフォンは、音声機能のみのため、課題等は上がっていないが、期待や機能のリクエ
ストを求める声はある。
→（政策課長）他自治体の導入事例において、関係課長打合せ会議でも議論となった運用面など、参考となるような取組があれ
ば、積極的に取り入れていただきたい。

【実施する施策（骨子）と目的について】
〇（人事・給与課長）市長部局の職員と教職員を除く教育委員会の職員に導入するという認識でいいか。
→（参事（ＤＸ推進担当））教職員を除くという計画にはしていないが、現在、教育局と調整を進めている。今回の導入時期とは別
との意見があれば、それに応じる考えでいる。
→（人事・給与課長）組合からも私用スマートフォンを業務で使用することについて意見が出されており、その部分を解消できる
ということで良い事業と考える。一方、一番の課題は時間外での取扱いであり、組合等の関係もあることから、今後、調整させ
ていただきたい。将来的な部分ではあるが、新しい機能を導入する際は、一緒に検討させていただきたい。
〇（財政課長）ガイドラインについて、作成時に庁議へ諮るのか。
→（参事（ＤＸ推進担当））現時点では考えていない。
→（ＤＸ推進課長）人事・給与課や管財課等と調整を進めさせていただく中で、どのような運用となるのか、協議により今後の方
向性が変わる可能性があるため、現時点では明確な方針はない。
→（財政課長）職員に身近な業務変革のため、承認を得た方が良いと考える。

【想定される効果について】
〇（シティプロモーション戦略課長）想定される効果について、市民サービスの向上とは具体的にどのようなことか。
→（参事（ＤＸ推進担当））例えば、市民がどこかの所属へ電話をかけ、担当者が不在の場合、現在の固定電話では市民対応に遅
れが生じる。全職員に公用スマートフォンを導入することで、担当者が出先に居たとしても代表電話から転送し、場所を問わず
対応が可能となるため、市民サービスの向上につながる。また、出先から折り返し電話をかけることも可能となる。なお、市民へ
の番号表示も「０９０」ではなく、代表番号が表示される仕組みを想定している。様々な機能を導入し、市民サービスを向上させ
ていきたい。
→（シティプロモーション戦略課長）公用スマートフォン導入後も固定電話は残るという認識でいいか。
→（参事（ＤＸ推進担当））現在の回線は市民に公表されている番号であり、全てを撤去することはないが、固定電話が残り続け
るとワークスタイルに変革を生み出さないため、縮退していく計画があると管財課からは伺っている。
→（シティプロモーション戦略課長）例えば、所属の直通電話にかかってきた場合、どのような対応になるのか。
→（参事（ＤＸ推進担当））様々なバリエーションを設けることができる。公用スマートフォンへダイレクトに着信されることや固定
電話で受け付けてから公用スマートフォンへ転送するなど、業務内容や職務により変更することが可能なため、各所属と調整し
ながら決めていきたい。
→（緑区役所区政策課長）将来的に固定電話がなくなった場合、１番電話はどのような形態となるのか。
→（参事（ＤＸ推進担当））公用スマートフォンにおいて、第１優先、第２優先といった設定もできるため、ニーズを把握した上で設
定していきたい。
→（緑区役所区政策課長）１番電話に設定された場合、常にその職員へ電話がかかってくるということか。
→（参事（ＤＸ推進担当））そのような恐れもあるため、一斉通知の設定も可能である。また、所属にもよるが輪番制の採用も考え
ている。

                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜＜次ページあり＞＞

庁議におけるこれまでの議論

（開催日） R7.7.14 （庁議種類） 調整会議

原案のとおり上部会議に付議する。
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（庁議結果）

＜＜つづく＞＞

【今後の進め方について】
〇（マーケティング課長）導入後の取扱いについて、先日、全庁掲示板にてパソコンの破損件数が増えているとの通知があった
が、公用スマートフォンを導入した場合でも同様の事態が想定される。対策や代替措置をどのように検討しているのか。
→（参事（ＤＸ推進担当））貸与物をどのように扱うかは、職員のモラルによるところが大きいと考える。まずは、運用ルールを理
解いただけるようにしていく。また、破損等については、ヘルプデスクでの対応を検討しており、リカバリーできる仕組みを考え
ている。
→（マーケティング課長）現在、パソコンに関する問い合わせは、ヘルプデスク対応となっているが、応答履歴のレベル感として、
初歩的な質問が多いのか、それとも高度な利用に関する質問が多いのか。今後、ガイドラインを整備し、公用スマートフォンを活
用した様々な機能を検討していくということだが、扱える職員と扱えない職員がいるといったことが生じないようにすることが
重要と考える。
→（参事（ＤＸ推進担当））職員により活用の差が生じないよう、細かな部分でのサポートが必要であると認識しており、しっかり
と説明していかなければならないと考える。機能面については、導入当初から様々な機能を詰め込むと混乱が生じる恐れがあ
り、また、扱えないといったことがないよう、まずは、音声通話とスケジュール管理、メール確認といった最低限必要となる機能
での運用とし、パソコンで行っていたことを公用スマートフォンでもできるようにしていきたい。
→（マーケティング課長）徐々に高度化を図っていくということか。
→（参事（ＤＸ推進担当））そのとおりである。
〇（財政課長）今後の進め方について、年度当初から全庁導入とあるが、公用スマートフォンの調達はどのようなスケジュールと
なるのか。３月中に調達するのか。
→（調整官(ＤＸ推進担当)）導入開始は令和８年７月頃を予定しており、説明資料のスケジュールは、契約や調達等を含めた表記
としている。
→（財政課長）年度当初から全庁導入となっているため、誤解を招かないよう表記を修正していただきたい。

庁議におけるこれまでの議論

（開催日） R7.7.14 （庁議種類） 調整会議

原案のとおり上部会議に付議する。
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公用スマートフォン（FMC※）
全庁導入について

令和７年８月6日

相模原市 市長公室 1

決定会議 説明資料

※FMCとは、
Fixed Mobile Convergence の略称

固定電話と携帯電話を融合した技術による
電気通信サービス です



目次

2

1. 施策課題の「背景」

2. 庁内の現状と問題点（全庁横断的観点）

3. 実施する施策（骨子）と目的

4. 全庁で取り組む必要性

5. 想定される効果

6. 今後の進め方（ロードマップと今後の戦略）

【参考】 部課長からの課題解決コメント
【参考】 公用スマートフォン導入に伴う関連ガイドライン整備
【参考】 初期導入機能の一覧
【参考】 次期導入機能の一覧
【参考】 機能導入ロードマップ（予定）
【参考】 全国の地方自治体導入事例
【参考】 導入オプション
【参考】 SDGs（持続可能な開発目標）への適合性



審議承認いただきたい施策

3

① 全庁全職員に公用スマートフォンを貸与

② 関連ガイドラインの整備と運用

各拠点固有の通信環境を見直し、共通基盤へ移行する

※ 但し、業種・職種の特性を考慮し、関係部局と協議のうえ調整する

市民サービス向上の共通基盤となることから、
以下2点について全庁へ導入すること



1. 施策課題の「背景」

社会情勢

- 少子高齢化にむけた行政サー
ビスの充実

- 人口（職員）減下での行政サー
ビスの維持

- AI技術の急速な進化
（活用方法の拡大）

相模原市の動向

- DX条例施行による成果への期待
- 他市町村と比してDX化の劣後
- PBX更新のタイミング
- サービス拡張の不透明な基盤

市民ニーズ

- 電話のたらい回しの解消
- きめ細かい対応への期待
- 安全、安心な対応

庁内のリスク

- 局所的な業務改善
- 情報漏洩リスク
- 進まない働き方改革への絶望

（離職者の増）

諸課題に対する
早急な解決が必要

4諸課題に対して、DX条例を契機として本施策を実行する



2. 庁内の現状と問題点 （全庁横断的観点）

非効率な業務環境

紙・対面・電話に依存した
アナログ対応と人為対応

情報・知見の属人化、
断片的共有及び見える化不足

全庁での情報・ツール
整備の遅れ

財政面の潜在課題

各拠点PBXの個別管理による
コスト増、改善機会の喪失

各部局の個別環境導入による
投資最適化の劣後

非効率工数に関する人件費等
潜在コストの看過

人事労務の課題

守秘情報の取り扱い、データ保
有のリスク

緊急時対応の連絡手段（エスカ
レーション手順）の不統一

出張・外出時、テレワーク等の
勤怠管理の不統一

5

全職員共通認識として、現状に即した共通基盤が必要
6～7月開催の部局個別説明会にて、課題＆期待ヒアリング結果を要約



3. 実施する施策（骨子）と目的

6

全庁全職員に公用スマートフォンを貸与
＆

関連ガイドライン整備

各拠点固有の通信環境を見直し、共通基盤へ移行する

人事労務の課題

財政面の潜在課題

非効率な業務環境

モバイル端末を活用した
市民サービス・業務効率の向上、
柔軟な働き方や災害対応力の

強化を図る

※ 画像作成は「ChatGPT」を使用

固定電話とスマートフォンの
融合機能(FMC)を導入



4. 全庁で取り組む必要性

庁内の業務統一・DX推進効果 ◎
全庁一体で効果を即時最大化
利活用促進・業務統一により、情報共有が一気に加速

コミュニケーション効率化 ◎
全員が同一端末・ツールを利用可能
部門間連携・出先連絡が即時スムーズに

セキュリティ対応・標準化 ◎ セキュリティポリシー・運用を一括設計可能

教育・訓練、マニュアル整備等 ◎ 全庁共通資料で一括対応が可能

行政DXに資するICT基盤の実現 ◎ ICT共通基盤の構築により個別のサービス実装の迅速化

機能拡張など利便性向上 ◎ 全体計画を纏めやすく、準備から導入まで標準化が可能

7

背景および全庁課題に対して即効性ある施策を実現するには、

全庁全職員に公用スマートフォンを貸与
固定電話とスマートフォンの融合機能(FMC)を導入



5. 想定される効果（定性）

86～7月開催の部局個別説明会にて、課題＆期待ヒアリング結果を要約 8

市民サービスの向上
対面・連絡機会の多い職場での対応力強化

モバイル端末による即時対応の促進

業務効率の向上
スケジュール、メール等の即時共有

出先、在宅勤務の柔軟性向上

働き方改革の促進
テレワーク対応の強化

情報共有の効率化

危機対応力の強化
安否確認・非常参集システムの高度化

現場確認の遠隔対応

時間・コストの削減
現場対応の遠隔化

移動時間、時間外勤務の削減

庁舎・設備の効率化
既設PBX更新のスモール化

各拠点の個別環境を最適化（集約、縮退など）



5. 想定される効果（定量）

内訳
令和６年度

実績
算出根拠

既存コスト

電話使用料 2.2億円 令和６年度公共料金支払額実績 （部局個別契約の携帯電話；0.4億円含む）

既存環境維持費 １.0億円 ２１拠点（PBX配備拠点数）×５百万／年（平均）

導入により
削減可能な人件費（★）

3.2億円
５時間／月（３％）×１２か月×３６００円／時（平均時給）×１５００人（職員定数20％）

（移動時間,重複対応時間,確認作業時間など）

自己負担通信費 0.2億円 １０００円／月×１２か月×１５００人（職員定数20％）

総計 6.6億円

9



年度 令和8年度    令和9年度    令和10年度

既存コスト（A）

顕在コスト
固定携帯電話使用料
既存環境維持費
導入により削減可能な人件費（★）
埋没コスト

自己負担通信費 （毎年30%削減と仮定）

4.6億円

（★）2.2億円

3.2億円

（★）1.6億円

2.2億円

（★）1.1億円

新規導入コスト（B）

利用料一式
スマートフォン端末代、
音声／データ通信費、利用アプリ料
ヘルプデスク業務
付帯経費

2.5億円 2.2億円 2.2億円

総額（A+B） 7.1億円 5.4億円 4.4億円

年間差額（A＋B）-6.6億円） +0.5億円 -1.2億円 -2.2億円

累積差額 +0.5億円 -0.7億円 -2.9億円

5. 想定される効果（定量）

10コスト削減

初期設定費用含む

令和８年度の単年度要因調査への計上と、令和９年度以降の債務負担計上



6. 今後の進め方 （ロードマップと今後の戦略）
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年度 令和７年度 令和8年度      令和9年度      令和10年度 令和1１年度

企画

準備

導入

予算査定

導
入

継続して機能拡充により、市民サービス・業務効率の向上

説明
周知

ガイドライン
整備

更新 更新 更新

導入後の課題・効果・機能要望などはヒアリング等により定期評価し、主管部局とともに継続改善を実施

庁内調整

庁議

本日

発
注

入
札

4月：入札、開札

5月：契約、基本設計開始

7月：公用スマートフォン導入開始



参考
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【参考】 部課長からの課題解決コメント （部局個別説明会にて）

13

市民対応 部局 現状の課題 解決（効果）

窓口対応

教育

学校では固定電話回線が少なく、保護者からの入電に対して
折り返し連絡が遅くなるケースがある

公用スマホが配備されれば、折り返し連絡が遅くならず今まで
以上に円滑なコミュニケーションが実現出来る（時間削減）

校舎外での活動時に異常事態が発生した場合、校舎内に戻り
緊急連絡することになり手遅れになる危険がある

公用スマホを携帯出来れば、活動時に異常事態発生時に緊急
連絡することが出来る（時間削減）

福祉

高齢者や聴覚障碍者との通話において、市側の説明が十分に
伝わらずご理解いただくまで長時間要するケースがある

公用スマホがあれば、ビデオ通話や文字起こし機能を活用す
ることで、大幅な改善が期待出来る（時間削減）（対応件数増）

外国人との対応において、翻訳機能があれば円滑なコミュニ
ケーションが期待できる

公用スマホがあれば、担当する職員で統一した対応が可能と
なる（時間削減）（対応件数増）

現場対応

都市計画
現場工事の状況確認において、遠隔臨場の仕組みを計画中で
ある

公用スマホもしくはタブレットがあれば、ビデオ通話機能を活
用してリアルタイムで実査することが出来る（時間削減）

危機管理
災害発生時の避難所運営用に個別導入したスマホを配備して
いるが、維持管理の観点で課題がある

公用スマホがあれば、参集職員との連絡手段として活用機会
を高めることが出来る（対応件数増）

福祉
検査現場において、連絡用に個別導入したPHSを利用してい
る

公用スマホがあれば、個別導入の必要がなくなり、管理工数や
コストメリットにつながる（時間削減）（対応件数増）

情報発信
保健

市内情報発信としてSNSを更に活用していきたい 公用スマホがあれば、円滑な業務遂行が可能となる
（時間削減）（対応件数増）

広報
広報さがみはらで利用する素材撮影に使える機材の整備を進
めたい

高解像度カメラが搭載された公用スマホがあれば、情報取り
扱いを担当職員間で共通化てきる（対応件数増）



【参考】 公用スマートフォン導入に伴う関連ガイドライン整備

職員が安心して活用できるよう、全庁共通のガイドラインを整備する

※職務に応じた個別ルールの整備

全庁共通のガイドラインに準拠しつつ、
   職務に応じて部局毎に個別ルールを定める場合にも、
   全庁展開等で透明性を確保すること

14



一斉通知

【参考】 初期導入機能の一覧 （令和8年度・上期）

在席／応答状況外線通話

内線通話

発信元選択

電話帳連携 メール 災害時緊急連絡

スケジュール Webアクセス

参考
※代表電話の着信転送機能
⇒市民からのお問い合わせに対する即応性の向上

（部局別に設定可能）

※スマホの番号ではなく、代表番号を番号表示したり、
スマホで着信を受けたりできる

15

チャット

電話機能 ＰＣ連携 その他

代表電話番号

個別電話番号

直通ダイヤルイン



【参考】 次期導入機能の一覧 （令和8年度・下期～）

LGWAN接続

共通システム

ファイルサーバ

個別システム

システム連携 機能拡張 その他

旅費精算

PCログイン

出退勤管理

生成AI

カメラ

翻訳

ビデオ通話

文字起こし

部局個別説明会での機能要望を考慮して、
投資効果が大きい機能から段階的に導入する。

基本機能の追加は、
個別承認プロセスにより必要部門に対して実装する。



【参考】 全国の地方自治体導入事例
導入目的・背景はそれぞれ異なるが、当市は他の自治体に比較してDX化が劣後している状況
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自治体 導入目的・背景 導入時期 導入内容・規模 システム・ベンダー 成果・評価

横浜市（神奈川県） 職員間の情報共有のタイムラグ解消
「デジタル×デザイン」のキーワードのも
と、市民生活の変化に対応

２０２２年 職員BYOD環境整備
最大16,000人分の職員用アカウント発行

リモートアクセスサービス
「moconavi（モコナビ）」

職員の働き方と市政運営の柔
軟性向上
通信費の増分発生

川崎市（神奈川県） 新庁舎対応、働き方改革、フリーアドレ
ス・テレワーク

2023年～ FMC導入計画、スマホ内線化、
端末約3,500台調達

非公表（FMC導入予定） 業務遂行の迅速化と柔軟化
在宅勤務や執務スペースの有
効活用

海老名市（神奈川県） 内線拡張、連絡円滑化、緊急時対応 2023年11月 スマホ300台配備、LoGoチャット活用、内線
080化

非公表（スマホ＋内線クラウド） 緊急時対応強化、情報共有迅
速化、段階拡張予定

平塚市（神奈川県） 電話交換機老朽化、BCP、通話料削減 2024年 FMC導入、スマホ700台配備（管理職114
台）

携帯キャリア系FMCサービス 災害時通信確保、経費2千万
円削減見込み(5年)

北海道庁（北海道） 時間と場所に制約されない多様で柔軟
な働き方を推進

２０２４年４月 道職員（教職員・警察官除く）約16,500台の
公用スマートフォンを配付

未公開 定量数値の公表はなし、
全職員への一斉配布により在
宅勤務の頻度が増加

横手市（秋田県） PBX老朽化、BCP対策、テレワーク対
応、DX推進

2024年 クラウドPBX（iスマートBiz）導入、固定電話
700台更新、スマホ内線100台導入開始

アイルネット、NTT東日本導入支援 設備BCP強化、夜間対応可、
スマホ内線による柔軟な働き
方

大崎市（宮城県） 庁舎移転、PBX更改、業務効率化、DX 2023年頃 クラウドPBX＋FMC（ConnecTalk）、スマ
ホ内線化

ソフトバンク（ConnecTalk） PBX更新・配線不要、外出先
対応、通話無料、セキュリティ
確保

渋谷区（東京都） ICT基盤刷新、固定電話排除、テレワー
ク促進

2023年1月 Microsoft Teams音声通話導入、BYOD
活用

Microsoft, 代表電話をPC/スマホから操
作、20%コスト削減

佐倉市（千葉県） PBX保守終了、操作性維持、音声品質
重視

2020年度 クラウドPBX（SmartCloud Phone）、既存
操作踏襲、将来スマホ内線構想

NTTコムウェア（SmartCloud 
Phone）、NTTドコモ（オフィスリン
ク）

音質向上、安心保守、スマホ応
対実現に向け準備



【参考】 導入オプション （台数）
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比較項目

庁内の業務統一
DX推進効果 ◎

全庁一体で効果を即時最大化
利活用促進・業務統一
情報共有が一気に加速

〇 徐々に統一感が生まれる ▲ 部署間で対応差が生じやすく、庁内統一感が
遅れる

コミュニケーション効率化 ◎ 全員が同一端末・ツールを利用可能
部門間連携・出先連絡が即時スムーズに 〇 段階的に改善 ▲ 一部職員は紙/従来端末のままで非効率が残

る

セキュリティ対応・標準化 ◎ セキュリティポリシー・運用を一括設計可能 〇 一部先行適用後に全体へ拡張 ▲ 年度ごとに条件変更が必要になる可能性

教育・訓練
マニュアル整備等 ◎ 全庁共通資料で一括対応が可能 〇 年次に応じた再設計の可能性あり ▲ 担当ごとに段階別マニュアルが必要になる負

担あり

行政DXのモデル事例化 ◎ 「自治体DXの成功事例」として外部発信しや
すい ▲ 成果の見え方が年次で分散 ▲ 展開速度が遅く外部評価につながりにくい

機能拡張など利便性向上 ◎ 全体計画を纏めやすく、準備から導入まで標
準化が可能 ▲ 段階的導入による機能差分のフォロー・サポー

ト対応の煩雑さ ▲ 部署間での対応差が顕著になり、市民サービ
ス向上に影響

初期費用の集中性 ▲ 初年度コストがやや大きい
（ただし2年目以降の更新不要） 〇 年度分割で平準化可 ◎ 小規模スタートで予算調整しやすい
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災害時の通信継
続性向上が、避
難情報共有・安
否確認支援等に
資する

在宅勤務・テレ
ワーク推進によ
り育児・介護と
の両立支援

柔軟な働き方・
業務効率化・無
駄のないインフ
ラ投資を通じて、
行政の生産性向
上に貢献

通信技術（クラウ
ド・FMC）による
行政のDX化の
基盤形成

地方における情
報格差是正、職
員間の情報アク
セス格差の縮小

災害対応力の向
上、BCP（業務
継続計画）支援
として、地域のレ
ジリエンス向上
に貢献

ハード依存から
ソフト化へ移行
し、設備の再利
用・ライフサイク
ルコストの最適
化に貢献

オンプレPBX削
減により電力使
用量を抑制、通
勤機会の減少に
よるCO₂排出抑

制

行政手続の迅速
化、電話記録の
活用による公平
性・透明性の向
上

ベンダーとの協
働・民間技術の
活用により、行
政と民間の連携
強化に貢献

【参考】 SDGs（持続可能な開発目標）への適合性
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第１２回 決定会議 議事録                   （様式４） 

 

○開催日 ：令和７年８月６日 

○開催場所：第３委員会室 

 

○案件名：公用スマートフォン（ＦＭＣ）の全庁導入について 

○担当課：市長公室 ＤⅩ推進課 

 

○出席者 ■：出席 □：欠席 (代）：代理出席 

 

（庁議構成員） 

■市長公室長 □総務局長 □財政局長 □政策部長 ■シビックプライド担当部長 

■財政部長 ■緑区役所副区長 ■中央区役所副区長 ■南区役所副区長  

■政策課長 ■総務法制課長 ■財政課長 

 

（担当課） 

■参事（ＤⅩ推進担当） ■ＤⅩ推進課課長 ■政策課長 

 

 
 

（１）主な意見等 

〇( 市長公室長) 想定さ れる効果（ 定量） については、 予算査定に関する内容のため、 参考資料

と し ていただき たい。 審議事項は、 公用スマート フ ォ ンの全庁展開に関するこ と と する。  

〇( シビッ ク プラ イ ド 担当部長) 公用スマート フ ォ ンを 導入するこ と で、時間外も 業務に縛ら れ

るのではないかと いう 心配の声も あるかと 考えるが、 取扱いについては、 ガイ ド ラ イ ンで

整理するのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 導入にあたり 全局区へヒ アリ ングを 行っ たが、その部分が一番の不安点で

あり 懸念点でも あっ たため、 最優先事項と し てガイ ド ラ イ ンの中で整理する。  

→( シビッ ク プラ イ ド 担当部長) 組合と の調整も し っ かり と 行っ ていただき たい。  

→( 市長公室長) 公用スマート フ ォ ンは自宅に持ち帰るも のなのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課長) まだ決まっ ていない。現時点の方向性と し て、時間外は使用し ない方向で導

入する考えであるが、 災害時の対応も あるため、 どのよう にするかは調整が必要と なる。  

→( シビッ ク プラ イ ド 担当部長) 固定電話は全て撤去するのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 回線の契約はそのままと する。 業務の効率化、 働き 方の観点から 、 可能で

あれば段階的に減ら し ていき たい。  

→( シビッ ク プラ イ ド 担当部長) 例えば、所属の電話番号にかけた場合、誰の電話につながるも

のなのか。 所属し ている職員一斉に鳴るのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 例えば， Ａ さ んを 第１ 着信、 Ｂ さ んを 第２ 着信と いっ た設定ができ る。  

→( シビ ッ ク プラ イ ド 担当部長) 第１ 着信の職員が休み公用スマート フ ォ ン を 職場に置いてい

っ た場合、 公用スマート フ ォ ンは鳴り 続けるこ と になるのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 設定機能と 運用ルールの併用と なるため、職員に負担がかから ない仕組み

を実践し ていき たい。  

〇( 財政課長) テレワーク 用のテザリ ング機能を公用スマート フ ォ ンに導入するのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 導入し 公用スマート フ ォ ンへ集約さ せていく 。  

→( 財政課長) 例えば、保育園のタ ブレ ッ ト 端末についても 、公用スマート フ ォ ン のテザリ ング

機能を 利用でき るのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 機能上は対応でき るが、運用ルールの整備や通信料の取扱いなどを 整理し

ていく 必要がある。  

→( 財政課長) 兼用でき るのであれば、 Ｗｉ -Ｆ ｉ 環境の整備費用を 抑制でき る可能性があるた



第１２回 決定会議 議事録                   （様式４） 

め、 検討いただき たい。  

〇( 財政部長) 施策課題の「 背景」 について、 現状や具体的な内容について確認し たい。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 背景については、仮説で記載し たも のではない。全局区へヒ アリ ングを 行

い、 課題若し く は問題提議と し て上がっ てき たも のを 記載さ せていただいた。  

→( 財政部長) 例えば、公用スマート フ ォ ンを 導入するこ と で、少子高齢化に向けた行政サービ

スがどのよう に充実するのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 高齢者や聴覚障害者と の通話において、十分に伝わら ず長時間要すると い

っ た声を 福祉部局から いただいた。 導入によ り ビデオ通話や文字起こ し 機能が活用でき 、

意思疎通を 図るこ と ができ る。  

→( 財政部長) 現在、 対応でき ていないと いう こ と か。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 一部の窓口においては、個人のスマート フ ォ ンを 使用し 対応し ていると 伺

っ た。  

→( 財政部長) 管財課が貸与し ているスマート フ ォ ンでは、 対応でき ていないと いう こ と か。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 福祉部局に確認し た中では、 貸与さ れていないと 伺っ ている。  

→( 財政部長) 要求し ているのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) その点は確認でき ていない。  

○( 市長公室長) 各背景に対する根拠が不明確なため、 改めて表現を 整理し ていただき たい。  

→( 財政部長) 庁内の現状と 問題点についても 、 同様の対応を お願いし たい。  

〇( 中央区役所副区長) 職員が異動し た場合、配布さ れた公用スマート フ ォ ンをそのまま使用す

るのか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) そのと おり である。  

→( 中央区役所副区長) 災害時での緊急連絡については、常に携帯し ていないと 意味を なさ ない

ため、 ガイ ド ラ イ ンを 策定する際、 十分に検討いただき たい。  

〇( 市長公室長) ８ ０ ０ ０ 人近い職員に一斉導入し た場合、統一的に使用でき るか、どのよう な

リ スク が生じ るのか、 検討が必要になると 考える。  

→( Ｄ Ｘ 推進課長) 課題等に対するヒ アリ ングは進めているが、導入に関し ては行っ ていないた

め、 こ れから 必要になると 考える。 意見等を 伺いなながら 、 組み立てていく 。  

→( 市長公室長) 導入にあたり 、 各区への影響も 大き いと 考えるが、 いかがか。  

→( 緑区役所副区長) 緑区役所は、 区政策課の電話番号が代表番号を 兼ねている。 そのため、

様々な問い合わせがあり 、 各所属へつないでいるのが現状である。 そのよ う な点が解消で

き る仕組みを検討いただき たい。  

→( 南区役所副区長) 所属により 導入時期を変える必要はないと 考える。  

→( 中央区役所副区長) 各まちづく り センタ ーは所管外の相談があっ た場合、担当課に電話で聞

き ながら 対応し ており 時間を 要し ている。 ビ デオ通話が可能と なれば、 直接、 担当課から

説明し ていただく こ と が可能と なり 、 窓口での使い勝手が良く なると 考えるため、 検討い

ただき たい。  

〇( 財政部長) 背景と それに対する解決策が全体的に抽象的であるため、具体的な内容と し てい

ただき たい。  

→( 市長公室長) 例えば、公用スマート フ ォ ンを持参し 市役所へ到着し た時点で出勤扱いになる

仕組みや電車に乗れば自動的に旅費が計算さ れ鉄道事業者から 直接市役所に請求があり 支

払う 仕組みなど。  

〇( 財政課長) 全庁で取り 組む必要性について、全庁一体で効果を 即時最大化と あるが、段階的

に導入し た場合、 効果が薄れるのではないか。  

→( Ｄ Ｘ 推進課長) コ スト 面と 基盤面の２ つの考え方がある。一斉導入し た場合、コ スト 面にお

いて有利である。 段階的に導入し た場合、 中央区役所副区長から お話があっ た内容に対応

でき なく なる。 現時点で明確な答えができ ないが、 導入後の対応も 含めて検討さ せていた

だく 。  

→( 市長公室長) 段階的と いう のは大き く 期間を 空けるのではなく 、例えば、日にちを数日間空
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けて導入するなどの想定である。  

〇( シビッ ク プラ イ ド 担当部長) 公用スマート フ ォ ン導入後は、パソ コ ンで管理し ているスケジ

ュ ールと 連携さ れ、 更新し た内容も 自動的に反映さ れるも のなのか。  

→( 市長公室長) 同期さ せれば自動的に更新さ れる。  

→( 財政部長) 紛失し た場合の対応について伺う 。  

→( Ｄ Ｘ 推進課参事) 他市の事例等を参考に、機能面でブロッ ク でき るこ と は必ず行う 。運用面

でも 同様である。  

 

 

（２）結 果 

○原案のと おり 承認する。  

ただし 、 庁議の意見を 踏まえ、 資料を一部修正するこ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


